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2019年 9月、わが国の高齢化率は28.4％

と発表された。2008年以降人口減少社会へ

突入し、2040年の人口ピラミッドは支える世

代が存在しない「棺桶型」とも言われている。

一方、欧州の多くの国では高齢化率は20％

に達しておらず、少子化が始まっているとは

言え人口減少の脅威に未ださらされてはいな

い。そうした欧州諸国において、戦後の社会

福祉体系のパラダイムシフトとも言える大改

革が、2015年頃より始まっている。

たとえば、デンマークでは1980年代より整

備してきた在宅 24時間ケアを基本から考え

直し、サービス提供の前に「改善」の可能性

がある人にはリハビリを提供する「リエイブ

ルメント」が 2015年より法制化され、全市で

当然のこととして実施されている。イギリスで

は、2014年 施 行され た “Care Act2014” で

“Well-being 原則 ” が謳いあげられ、サービ

ス提供よりも「その人の希望・力」に焦点を

あてるリエイブルメントが進められている。多

くの人が「昔のように行きつけのパブでビー

ルが飲みたい」など「これまで通りの暮らし」

を望むという。オランダでは、2015年にデイ

サービスを自治体事業へと移行するなど、膨

らみすぎた介護保険を大きくスリムアップし、

自治体に総合相談窓口「Sociaal Wijk Team

（社会福祉近隣チーム）」を設置して「イン

フォーマル・ファースト」とも言うべき地域で

の解決を推し進めている。

さて、日本ではどうであろうか。わが国でも

2015年の法改正によって「多様な主体によ

る、多様な取り組み」を標榜する「総合事業

（介護予防・日常生活支援総合事業）」が始

められた。そのタイミング・方向性ともに、驚

くほどシンクロしている。豊明市（愛知県、人

口 6.9万人、高齢化率 25.4％）では、介護保

険事業者だけでなく、温泉施設などの民間企

業とも協働して介護予防に革新的に取り組ん

でいる。北海道池田町（人口 6,861人、高齢

化率 41.5％）では、住民主体による介護予防

教室が 40 か所にも及んでいる。例をあげると

キリがないが、いずれも、要介護認定の改善、

保険料の低下に実質的な成果を上げている。

介護保険が始まって以来、日本でも大きな

改革を成し遂げてきた。介護保険サービス提

供より、一人ひとりの “Well-being” を見極め

た早めの発見とリエイブルメント。これらを、

既存のサービスのみではなく、住民の助け合

いや民間企業も含めた地域の資源（Asset）

を使って進め、制度を持続可能なものにして

いく。これが、世界の潮流から得られるメッ

セージであると感じている。

サービス依存より、
「地域のAsset（資源）」づくり！
東京家政大学　人文学部教育福祉学科　准教授  松岡 洋子
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要介護高齢者の在宅生活支援が進められていく中で、

要介護高齢者の尊厳を保ち、「その人らしい生活」を支え

ることは不可欠である。筆者らは、「その人らしい生活」

を支援するには要介護高齢者の残存能力の最大化を図

ることが重要と考え、「アクセシビリティ（Accessibility）」

という概念に着目し、日本で活用できる住環境評価指標

開発を 2017年から進めている。本稿では、本研究に至る

背景を中心とし、現在実施している研究の概要と今後に

ついて報告する。

１．研究背景
要介護高齢者の「残存能力の最大化」に着目する理由

まず、「残存能力の最大化（本人の持っている動作能力

と実生活で行っている動作能力が一致している状態と定

義）」という概念に着目する背景について述べる。少子高

齢化の進行と共に、生産年齢人口に該当する若年・壮年者

は、働きながら家族を介護する状況となることが危惧され

る。特に2025年以降の高齢化は、後期高齢者が増加する

という特徴があり1）、要介護高齢者の割合は大きく増加す

ると見込まれる。その中で、要介護高齢者が残存能力を最

大限活用できることは、介護量の最小化、そして本人の尊

厳を保った「その人らしい生活」の実現に近づく可能性が

ある。ただし、ここで言う「残存能力の最大化」は「自立支

援」とは異なる。政府主導の未来投資会議 2）では、「自立

支援に軸足を置き、本人が望む限り、介護はいらない状態

までの回復をできる限り目指していく」ことが強調されてい

る。ここで政府の思い描く「自立支援」のイメージは、「脳

卒中による片麻痺で歩行が困難な人に対して、エビデンス

に基づいた治療・介入等を行い、杖歩行を可能にすること」

である3）。つまり「自立」とは「身体機能・動作能力そのも

ののレベルを改善すること」として扱われている。しかし、

慢性疾患の軌跡 4）としても示されるように、ヒトの機能は

徐々に低下していくことが自然の摂理である。もちろん、心

身機能・動作能力の改善可能性がある者に対し、適切なケ

アを行うことによって、その回復を図ることは非常に重要で

ある。ただし、改善のみに着目してしまうと、心身機能の改

善が図れなくなった要介護高齢者に対するケアの在り方が

見過ごされる危険がある。WHO の報告書「World report 

on Ageing and health」では、高齢者の機能の低下に基

づき、それぞれの時期に合ったケアの在り方が示されてい

る（図 1）5）。「残存能力の最大化」という視点であれば、

図１の B の実線を上に持ち上げる（B-1→ B-2）だけでな

く、C のような下降する軌跡であっても、実線（C-1）を破線

（C-2）に維持するような支援の在り方を含めて捉えること

が可能である。要介護高齢者への支援の目標を、「自立」

から「残存能力の最大化」へ捉え直すことにより、より多くの

要介護高齢者の「その人らしい生活」について検討できる。

要介護高齢者の住環境に着目する理由
次に「残存能力の最大化」を目指すにあたり、なぜ住環

境評価指標の開発研究に至ったのか、その背景について

述べる。高齢者が転倒骨折や脳血管障害などの理由で入

院し、退院後に何らかの障害が残る場合、医療専門職は

退院後の環境調整を行う。その場面で頻繁に生じるのが、

「この階段がなければ家に帰れるのに…」、「この廊下が

ダイヤ高齢社会研究財団 研究部 研究員 土屋　瑠見子

要介護高齢者の残存能力を最大化する
住環境評価指標に関する研究
―なぜ日本で要介護高齢者のアクセシビリティを評価する必要があるのか―

図2. 身体機能の3つの仮説的な軌跡

A: 最良の軌跡（看取り期まで本質的な機能が高く維持されている）

B: 一時的な中断のある軌跡（心身の問題によって機能が低下するが、ある程度は回復する）

C: 低下する軌跡（死に至るまでに徐々に機能が低下する）

点線は、実線の他に起こり得る軌跡を示している

([5]Fig2.2から引用、筆者が翻訳（一部意訳）、「B-1、B-2、C-1、C-2」・黒矢印を追記)

B-1

B-2

C-1

C-2

図１　身体機能の 3 つの仮説的な軌跡
A：最良の軌跡（看取り期まで本質的な機能が高く維持されている）
B： 一時的な中断のある軌跡（心身の問題によって機能が低下するが、あ

る程度は回復する）
C： 低下する軌跡（死に至るまでに徐々に機能が低下する）破線は、実線

の他に起こり得る軌跡を示している
（ 5）Fig2.2から引用、筆者が翻訳（一部意訳）、「B-1、B-2、C-1、C-2」・黒矢印を追記）
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もう少し広ければ…」といった住環境由来の障害物（以下、

「住環境バリア」）である。本当は車いすを自分で駆動でき

るのにも関わらず、廊下幅が狭いという住環境バリアのた

めに車いすを使えず、日常生活範囲がベッドとポータブル

トイレ間に狭まってしまうこともある。要介護高齢者の残存

能力を最大化する鍵は、要介護高齢者が生活動作を行う

場所まで到達し、そこにある道具を使いこなせるという「ア

クセシビリティ（Accessibility）」と考えられる。実際、海外

では既に、要介護高齢者のアクセシビリティが高いことは

日常生活動作能力や生活の質（QOL）の維持に貢献する

ことが報告されている6）。

では、アクセシビリティは学術的にはどのように捉えられ

るのか。環境老年学という分野では、Person-Environment 

Fit モデル（以下、「P-E Fit モデル」）7）という概念モデル

が広く用いられている。P-E Fit モデルは、縦軸に個人の

能力（心身機能）、横軸に環境負荷（環境バリア）を置き、

その関係性からアクセシビリティを示しているモデルである

（図 2）。このうち灰色で示された領域（①）は残存能力の

最大化を図れる「適応的行動」がとれる状態であり、一方

白色で示された右の領域（②）は、心身機能に対して環境

負荷が強すぎる状態、左の領域（③）は心身機能に対して

環境負荷が弱すぎる状態という「不適応な行動」を引き起

こす関係性であることを示している。このモデルを用いる

ことのメリットは、「対象者の心身機能の状態によって、適

切な住環境は異なる」という両者の関係性を捉えられる点

である。身体機能の改善には、栄養状態の改善に加え、筋

力や持久力の強化等の運動療法が一般的に行われる。し

かし、要介護高齢者では機能改善が得られづらかったり、

栄養状態が不良であるなどの理由により運動療法の適応

でない者が一定数存在する。そのような場合でも、本モデ

ルに基づいて考えれば、その人に適した住環境を評価する

ことで、アクセシビリティを改善することは可能と考えられ

る。しかし、心身機能を捉える指標は様々に存在するが 8）、

科学的検証を経た日本の住環境評価指標は非常に限られ

ている9）。そのため、要介護高齢者のアクセシビリティに関

する、一定の一般化可能性が担保された研究はなく、「ど

のような身体機能の人にとってどのような住環境が最適な

のか」、「どのような住環境がアクセシビリティを低下させ

るのか」、といったアクセシビリティの実態や「最適な住環

境であれば要介護度、施設入所の回避、主観的 Well-being

（生活満足度や主観的健康感など）などが維持できるの

か」といった効果検証など、検討すべき疑問は多く存在す

る。よって、心身機能と住環境バリア、そしてそれらの関係

性までを捉え得る評価指標の開発が必要である。

日本でアクセシビリティを捉えることの意義
上記のような理由から、筆者らはアクセシビリティを評価

するための指標である Housing Enabler（以下、「HE」）

の日本語版の作成を進めている。ここでは具体的な研究内

容に触れる前に、日本版評価指標を作成する意義につい

て述べる。

日本では、現時点ではアクセシビリティを捉えられる指標

が存在しないため、実態を把握することは難しい。しかし、

特に日本の生活では、住環境が対象者の残存能力の最大

化を阻害し、アクセシビリティを低下させている可能性が高

い。なぜなら、日本には高い身体能力が求められる難易度

の高い生活習慣（入浴、和室での床上生活）が多いからで

ある。例えば、日本の高齢者では、入浴に対するニーズは

非常に高い。入浴習慣は、滑りやすい浴室、高い / 深い浴

槽、急激な温度変化（特に冬季）など多くの危険の上に成

り立っており、実際、高齢者の屋内事故による死因を見てみ

ると「溺死」が上位に位置している10）。一方、日本以外に

日常的な入浴習慣のある国は非常に少ない。筆者らは本研

究プロジェクトの予備的研究として、スウェーデンと日本の

比較研究を行っており11）、日本はスウェーデンに比べて明

らかに溺死が多いという結果であった（図3）。この原因は、

日本の建築物は、除湿性能を優先した結果、部屋間の温度

差が大きくなる傾向にあり、心血管系疾患の新規発症が誘

発されやすい可能性が指摘されている12）、13）。加えて、温熱

環境によって転倒の危険が高まることも報告されている14）。

筆者らがダイヤ高齢社会研究財団に蓄積されている居宅要

介護高齢者のケアアセスメントデータを二次的に分析した

①

②

③

図 2　Person-Environment Fit モデル
（ 19）より引用、①～③は筆者が追記）
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結果においても、冷暖房設備が不十分な住環境に居住して

いる者は、経済的状況を加味しても主観的健康感が低かっ

た（図4）15）。よって、難易度の高い生活習慣を安全に自

分で行えるような住環境を整える必要があり、そのためには

日本の生活・住環境を踏まえた科学的に妥当な評価指標

を開発して評価していくことが必要となる。

２．現在実施している研究の概要：
日本における住環境評価指標の開発

本研究プロジェクトの目的は、「日本の特異的な住環境

においても、アクセシビリティを測定できる評価指標を開

発し、高齢者の住環境における課題と解決策を提示するこ

と。そして要介護高齢者の QOL の維持・向上に寄与する

こと」である。そのために、HE の日本語版を作成し、科学

的検証を進めている。評価指標の日本語版作成に当たって

は、HE の原作者であるルンド大学 Center for Ageing and 

Supportive Environments （CASE）の Susanne Iwarsson

教授、Bjorn Slaug 博士、そして早稲田大学 佐野友紀教授、

東京大学 山中崇特任准教授の支援を得ながら実施してい

る。ここでは、現状までの開発経過を報告する。

Housing�Enabler（HE）の特徴
原作の HE は、高齢者に限らず障害のある者のアクセシ

ビリティを評価するために、20年ほど前にスウェーデンで

開発された。その一番の特徴は、身体機能項目（14項目）

と住環境項目（161項目）の2つがマトリックス上に配置

され、各身体機能において、各住環境がどの程度アクセシ

ビリティ上のバリアになるのか、その程度が 0 〜 4点

に数値化されている（図 5）16）。評価対象者の身体

機能制限では、居住環境がどの程度バリアとなって

いるのかを数値化でき、対象者間での比較や QOL

指標等との関連、経時的な変化、政策的介入による

インパクトの推計などに用いることができる。主に自

治体に所属する作業療法士が、住宅改修申請者宅を

評価する際に用いられている。

日本語版 HE への翻訳作業と妥当性の検証
日本語への翻訳：HE の翻訳を開始するに当たって

は、2017年 4 〜 6月に筆者がルンド大学に赴き、原

作者 2名から翻訳の許可を得て開始した。研究的

妥当性を担保するために「「行動療法研究」におけ

る研究報告に関するガイドライン 17）」、「COSMIN 

checklist18）」を参考として翻訳計画を立てた。翻訳
図 5　Housing Enabler の構成 

（ 16）より引用、赤字・吹き出しは筆者が追記）

図3　スウェーデンと日本における高齢者（70-79歳）の
屋内死亡事故の原因比較（10万人当たりの人数）

（ 11）のTable 3をもとに筆者にて作成）

図4　日常生活動作能力が重度低下している要介護高齢者の
住環境と主観的健康感の関連

（ 15）のTable 6をもとに筆者にて作成）

・ 数値は各住環境の特徴が「いいえ」である者に対し、「はい」である
者で主観的健康感の良くない者がどの程度多いかをオッズ比を用い
て示している .

・ ＊は統計的に有意であった項目を示す（p<0.05）.
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の流れは、初回翻訳では、理学療法士と保健師・看護師

のバックグラウンドを持つ研究者 2名が同時に翻訳を行っ

た。翻訳結果を照らし合わせ、齟齬があった場合には話し

合いによって1つの翻訳にまとめ、その後、英語への逆翻

訳を行った。逆翻訳の結果、2割弱の項目が原作者の意図

と異なる部分があったため、日本語翻訳を修正し再度逆翻

訳を行った。最終的にはこの過程を3回繰り返し、初版の

日本語翻訳版を完成させた。更に、作業療法士、介護支援

専門員、建築士、医師による用語のチェックを行い、内容が

変わらない範囲でより汎用的な用語に改変し、日本語翻訳

の最終版とした。

内容妥当性の検証：2019年6〜9月に、日本語翻訳の最終

版を用いた専門家パネル調査を行っている。本調査の目的

は、日本語翻訳版の内容妥当性を担保することにある。調

査は、期間中に計3ラウンド行い、1ラウンドでは「屋外環

境」、「入り口」について、2ラウンドでは「屋内環境」につい

て検討を行い、その結果を踏まえた修正版を提示し、3ラウ

ンドで再度議論を行う構成とした。なお、1、 2ラウンドは同

職種、3ラウンドは3職種合同で開催した。参加者は、介護

支援専門員、作業療法士、建築士各4〜5名であり、質問内

容は、「評価指標項目が日本の住環境において起こりうるバ

リアとして妥当（適当）であるか」とした。もし妥当でないと

判断する場合には、内容の修正、追加、削除等の改変方法

についてもコメントを得た。3ラウンド終了後には、内容妥当

性の担保された日本語翻訳版 HE を完成させることを予定

している（本研究は、（公財）ファイザーヘルスリサーチ振

興財団 第27回ヘルスリサーチ研究助成（国際共同研究）

の助成を得て行っている）。

３．今後に向けて
本研究終了後には、評価指標の基準関連妥当性、スコア

リングの妥当性を検証し、パイロット・スタディが可能な評

価指標としてまとめることを短期目標としている（平成 31

年度科学研究費助成事業 若手研究の助成を得て実施）。

現在の日本においては、要介護高齢者の残存能力を生か

した自律的な生活を住環境の側面から支えるための介入

策は十分とは言い難い。本評価指標の科学的検証を続け、

実証研究につなげていくことで、要介護高齢者の在宅生活

の質の向上に寄与することを目指していきたい。
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１．はじめに

超高齢社会を迎えたわが国においては、健康で長生き

ができ、介護が必要な状態になっても住み慣れたわが家

で安心して暮らし続けることができる「健康なまちづくり」

が求められている。健康日本 21（第 2次）では、健康寿命

の延伸に向けて、高齢者の要介護状態の予防とともに高

齢者の社会参加や社会貢献の増進を目標とし、個人の生

活習慣の変容だけではなく、地域とのつながりを強化する

ことを目指している。また、介護予防・日常生活支援総合

事業においては、地域の自主性や主体性に基づいて、地

域特性に応じたささえあいによる地域包括ケアシステムの

構築を目的としており、高齢者には、見守りや交流サロン

などの生活支援サービスの担い手としての役割が期待さ

れている。すなわち、高齢者の健康づくりや介護予防にお

いては、これまで中心的に進められてきた身体的機能や認

知機能の維持・向上に加え、高齢者が生活支援の担い手

となることにより社会参加を促進し、社会参加を通じて地

域とのつながりを強化し、ささえあいの地域づくりの基盤

とすることが求められている。

２．高齢者の役割の見直しにより社会参加の
促進を目指した取り組み

地域社会において健康づくりを進める上での重要な

理念のひとつにプライマリヘルスケア（Primary Health 

Care: 以下、PHC）がある。PHC は、健康であることを基本

的な人権として認め、全ての人が健康になること、そのた

めに地域住民が主体となって、問題を住民自らの力で総合

的かつ平等に解決していくアプローチである。「健康なま

ちづくり」は PHC の理念に基づいて、①住民、行政、保健

医療福祉専門職が対等の立場で参加し、②話し合いの中

で課題と目的を共有し、③協働する必要がある。本稿では、

このような考え方に基づいて実施した北海道 A 町 N 地区

での取り組みを紹介する1）。

（1）�地区の概要：A 町（人口 6,600人、高齢化率 29.3％、

2005年）は北海道南西部に位置する農業のまちであ

り、N 地区（人口 382人、高齢化率 25.4％、2005年）

は A 町の市街地である。

（2）�取り組みの概要：2005年から2007年にかけて以下の

取り組みが行われた。① A 町の高齢者が担っている

役割の実態調査、②地域での高齢者の役割を見直す

ワークショップ、③ワークショップで出された意見に基

づいて研究者と町保健師による地域活動案の検討、④

地区のキーパーソンとの地域活動案の検討、⑤地域活

動の実践である。

N 地区は町営住宅に住む一人暮らし高齢者が多いこ

とから、交流事業を立ち上げることとなった。高齢者が

月1回地区会館に集い、レクリエーションや茶話会を

楽しんだ。運営は主に婦人会と自治会役員（いずれも

高齢者が中心）が担い、婦人会メンバーが毎回一人暮

らし高齢者を訪問して参加の呼びかけを行った。その

結果、毎回 15 〜 20人程度の参加が得られた。取り組

み終了後、交流事業は自治会の事業として位置づけら

れ、現在も高齢者が主体的に運営している。

（3）�取り組みの効果：取り組み開始から10年後の2015年

に長期的効果を検証した 2）。効果の検証は2005年の

初回調査回答者を対象とした質問紙調査と交流事業

の運営に携わっている婦人会と自治会役員へのフォー

カス・グループにより行った。2015年には交流事業が

10回開催され、のべ 241人が参加していた。質問紙調

査の回答者を交流事業の「参加群（24人）」と「非参

高齢者主体による健康なまちづくりへの期待

佐久大学�看護学部　教授 佐藤 美由紀
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加群（24人）」に分け、初回と10年後の調査結果を比

較した（図表）。その結果、地域活動は参加群では向

上していたが非参加群では低下し、ボランティア活動

と社会的役割は参加群、非参加群ともに低下していた

が、参加群に比べて非参加群の方がより低下していた。

フォーカス・グループでは交流事業の効果として、≪は

りあい≫≪交流≫≪日常での見守り≫が抽出された。

交流事業で築かれたつながりが、＜参加者を気にかけ

る＞＜日常での声かけにつながっている＞など≪日常

での見守り≫に発展していた。

３．まとめ

地域住民との話し合いにより創出され、高齢者の主体的

な運営により10年間継続された交流事業は、高齢者個人

の社会参加・社会貢献に対するポジティブな効果のみな

らず、地域社会のささえあいを促進することが示唆された。

今回は農村での事例を紹介したが、同様の取り組みは首

都圏近郊においても実施しており、本事例と同様の効果が

認められている3）。

従来の健康づくりや介護予防事業は、行政や研究者が

必要と判断した事業に対して、自主活動の支援が行われて

きた。一方、今回の事例は、PHC の理念に基づいて話し

合いを繰り返しながら高齢者がやってみたい事業を立ち

上げた。PHC の理念に基づいたプロセスを経ることによ

り、住民の主体性と課題解決力、いわゆる地域力が高まっ

ていくことが明らかになっている4）。「健康なまちづくり」

を通して高まった地域力は、防災、地域振興、地域医療な

どの多様な地域課題の解決に生かされていくであろう。地

域社会の活力を維持する上でも、高齢者が「健康なまち

づくり」の担い手として地域課題の解決に向けて役割を発

揮することの意義は大きい。

最後に、高齢者主体による「健康なまちづくり」を支援

する行政、専門職、研究者の関わりについて言及しておき

たい。今回の事例のように住民の思いを引き出しながら

事業を立ち上げるのは大変時間がかかる作業である。し

かし、「早くなんとかしたい」という焦りから支援者が主導

して住民に事業を立ち上げさせるのは禁忌である。このよ

うな事業は住民主体の活動になることは難しく、長続きも

しない。支援者は住民の思いに寄り添いながら、待つ姿

勢が大切である。高齢者主体による「健康なまちづくり」

において、支援者の意識改革も必要なのかもしれない。
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3）�安齋紗保理,佐藤美由紀,齊藤恭平,芳賀博（2015）．地域在住高齢者・行政・

研究者の協働により創出された地域活動が自主化に至るまでのプロセスとその
効果；アクションリサーチを用いた取り組み．応用老年学，9，4-18．

4）�佐藤美由紀 ,�齊藤恭平 ,�若山好美 ,�芳賀博（2016）．アクションリサーチによる
地域高齢者の社会参加促進型ヘルスプロモーション・プログラムのプロセス．
老年社会科学，38,�3-20．

図表　高齢者主体により 10 年間継続された交流事業の効果
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反復測定分散分析 
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・ボランティア活動：自治会活動、美化活動、農作業、施設管理、高齢者福祉、子どもに関するボランティア活動の有無（0‐6 点） 
・社会的役割：老研式活動能力指標の下位尺度「社会的役割」（0‐4 点） 
共変量：初回調査時の年齢・性別・各指標の初回値（地域活動得点 or ボランティア活動得点 or 社会的役割得点） 
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高齢期におけるメンタルヘルス対策の重要性
超高齢社会となった日本において、団塊の世代が75歳

以上となる2025年には高齢者人口が3,677万人に達する

と推計されており、介護を必要とする高齢者の大半を占め

る後期高齢者が急増することが見込まれている1）。いわゆ

る2025年問題によって、高齢社会の問題はなお一層深刻

化することが考えられる。

こうした状況において、高齢者のメンタルヘルスケアはま

すます重要な問題となっている。特に、高齢期は身体機能

の低下、社会的役割の喪失、配偶者や知人・友人との死別

など、メンタルヘルス不調を招きやすい要因が多く存在す

る時期である。厚生労働省の患者調査によると、精神疾患

を有する総患者数は年々増加し、2017年には419万人と

なっており、そのうち約4割が65歳以上の高齢者である。ま

た、平成28年国民生活基礎調査では、日常生活で悩みやス

トレスがある高齢者の割合がおよそ半数を占めていること

が明らかになっている。適度なストレスは、やる気や勇気を

もたらすなど良い刺激を与えてくれる側面もあるが、ストレ

スが蓄積しそのような状態が継続すれば、うつなどメンタル

ヘルス不調を引き起こす恐れがあり、早い段階でメンタル

ヘルスを良好に保つための取り組みは極めて重要である。

ポジティブな面に注目したメンタルヘルス対策
こころの健康づくりへの関心が高まっている中、メンタル

ヘルス対策のひとつとして運動の実践が挙げられる。日常

的な身体活動レベルが高い高齢者は、認知症の発症リス

クが低く2）、メンタルヘルスが良好に保たれている3）ことが

明らかになっている。一方、近年では、メンタルヘルスの

維持・増進に効果的な方法のひとつとして、ポジティブ心

理学的アプローチ 4）が注目を集めている。ポジティブ心理

学は、1998年にアメリカ心理学会の会長となったマーティ

ン・セリグマン博士が提唱したもので、比較的新しい分野

である。人々の問題や障害などネガティブな面に焦点を当

てた従来の心理学とは大きく異なり、ポジティブ心理学は

人間の潜在的能力や強み、ポジティブな面に焦点を当て

ているのが特徴的である。

世界保健機関（WHO）では、「健康とは肉体的、精神

的及び社会的に完全に良好な状態であり、単に疾病また

は病弱の存在しないことではない」と定義している。この

定義から明らかなように、単にうつなどメンタルヘルスの

不調がないだけでは不十分であり、メンタルヘルスをより

増進させることも重要である。ポジティブ心理学への関心

の高まりとともに、その有益性と方法論に関する研究も増

えてきている。しかし、これまでの多くの研究は若年層を対

象にしたものであり、地域在住の高齢者を対象にした研究

は稀である。そこで、2008年に我々はポジティブ心理学を

ベースとし、精神医学、中国医学など他分野の研究成果も

参考にしながら、うつ予防ならびにメンタルヘルスの維持・

増進を図るためのプログラムを開発し、複数の自治体と共

同でその有効性を検証してきた（Dia News No.64「高齢

者を対象としたハッピープログラムがメンタルヘルスに与

える影響」を参照）。

しかしながら、通所型教室は参加人数が制約されること

や開催場所まで足を運ぶ必要があり、より広くプログラム

の効果を普及させるためには時間や場所の制約をできる

だけ少なくした、効果的なプログラムの提供方法を検討す

ることが必要だと考えた。

インターネットを利用したメンタルヘルスセルフケアの試み
インターネットの急速な普及に伴い、日本におけるイン

ターネットの人口普及率は2017年に80.9％となっている5）。

インターネットが広く一般に利用され始めたのは 1990年

インターネットを用いたメンタルヘルスの
維持・増進に向けた取り組み
ダイヤ高齢社会研究財団�研究部�研究員　 安　順姫
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代であり、75歳以上の後期高齢者にとってインターネット

は中年期に普及した新しい技術である。このような理由か

ら、高齢者のインターネットの利用率は、他の年齢層に比

べてはるかに低い（図）。しかし、60歳代、70歳代の利用

率はこの 9年間で大きく上昇しており、今後さらに普及して

いくことが見込まれている。インターネットの普及が進ん

でいく中、都道府県からの医療情報を地域住民に広く提供

するためのインターネットの活用 6）や、精神疾患に対する

正しい理解を国民に広めていくためのウェブサイトを利用

した教育プログラムの実践 7）など、インターネットを利用し

た個人・集団の健康づくりへの応用も推進されている。ウェ

ブサイトや電子メールを用いることにより効率的に情報を

提供したり、遠隔から支援することができるため、地域や職

域での広い活用が期待できる。

そこで、我々は、メンタルヘルスの維持・増進プログラ

ムを時間や場所に束縛されることがなく、誰もが利用で

きるように、インターネットを利用した支援ツールの開発

を 試 み て いる（ ホ ーム ペ ージ：http://www.dia.or.jp/

enquete/ を参照）。このツールでは、利用者が自身の現

在の抑うつ、睡眠状態などメンタルヘルスを確認するため

の自己チェックができるようになっている。また、会員登録

（無料）された方には、メンタルヘルスの維持・増進プロ

グラムを発信し、利用者が自ら体験・実践できるよう促す。

現在は、実施継続が可能な支援ツールとなるよう、テスト

段階にある。

2018年 12月に当支援ツールを公開以降、利用者の多

くは若年、中年層であり、高齢者層の利用はわずかであっ

た。「電子メールの送受信」がほとんどである5）高齢者層

に対して、健康づくり情報の取得にインターネットを活用し

てもらうためには、インターネットの普及はもちろん、簡単

に操作ができる、欲しい情報が「楽しく」得られるなど、コ

ンテンツの改善や充実を図っていくことも必要であると考

える。今後は、高齢者層の利用を増やしていくとともに、イ

ンターネットを用いたプログラムがメンタルヘルスの維持・

増進に有効であるかどうかを検証し、効果的かつ効率的な

ツールとなるよう努めていきたい。

【参考文献】

1）�内閣府 .�平成30年版高齢社会白書．
2）�WeuveJ，Kang�JH，Manson�JE，BretelerMM�，et�al.�（2004）�Physical�activity，

including�walking，�and�cognitive�function�in�older�women．JAMA,�292（12）,�
1454-1461.

3）�Teychenne�M,�Ball�K，Salmon�J．（2008）�Associations�between�physical�
activity�and�depressive�symptoms�in�women．Int�J�Behav�Nutr�Phys�Act，6
（5）,�1-12.

4）�Seligman�M.E.P,� Steen� TA,� Park�N,� Peterson�C.�（2005）�Positive�
psychology� progress:�Empirical� validation� of� interventions.�American�
Psychologist,�60（5）:410–421.

5）�総務省 .�平成30年版情報通信白書．
6）�中山健夫，三谷博明．（2009）�患者・住民が求める医療情報とインターネットで

の情報状況に関する調査研究．https://jima.or.jp/kenkyuu/ronbun/jima_
ronbun2009_1.pdf�（2019年9�月20日にアクセス）.

7）�Yoshii�H,�Watanabe�Y,�Kitamura�H,�et�al.�（2011）�Effect�of�an�education�
program�on�improving�knowledge�of�schizophrenia�among�parents�of�junior�
and�senior�high�school�students�in�Japan.�BMC�Public�Health,�11,�323.

図　インターネット利用者の割合―年齢階級別（2008 年、2017 年）
（出典）総務省「通信利用動向調査」（各年）より作成 
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財団セミナー開催のお知らせ

「ストップ介護離職３ －人材喪失リスクに備える－」
共催： 明治安田システム・テクノロジー株式会社 介護の

広場本部
日時：2019年11月12日（火）18：00〜20：00
場所： MY PLAZAホール（東京都千代田区丸の内2-1-1 

明治安田生命ビル）
講演：
・「 介護クライシス 人材戦略としての両立支援の必要性」

西久保 浩二氏（山梨大学 生命環境学部 地域社会
システム学科 教授） 

・「 仕事と介護の両立に向けた取り組み」南澤 美紀氏
（三菱ケミカル株式会社 人事部 ダイバーシティ推進
グループ マネジャー）

・「 仕事と介護の両立をサポート〜困ったらまず相談！」
蔵本 孝治氏（明治安田システム・テクノロジー株式会社 
介護の広場本部 相談サービス業務グループ）

・「 高齢者向け入居施設選びのポイント」脇 俊介氏
（株式会社パセリ メディケア事業部 マネジャー） 

・「 企業の健康経営を応援する新しい保険商品・サービス
について」髙森 省二 氏（明治安田生命保険相互会社 
法人営業企画部 法人営業サポート開発室 室長）

お申込み方法については、財団ホームページをご覧
ください。（http://dia.or.jp/disperse/event/）

研究発表
（*は財団研究員等）

第14回日本応用老年学会大会 （10/19-20，京都府）
① 土屋瑠見子 *・石橋智昭 *・二宮彩子 *：「居宅の冷

暖房設備状況が要介護高齢者の主観的 well-being
に与える影響：3種類の屋外温熱環境条件での横断
研究」

② 二宮彩子 *・石橋智昭 *・土屋瑠見子 *：「居宅要介護
高齢者が抱える痛みの状況及び抑うつとの関連」

③ 石橋智昭 *・土屋瑠見子 *・二宮彩子 *：「要介護度
を用いたアウトカム評価の課題：予防給付サービスの
効果検証から」

④ 中村桃美 *・森下久美 *・石橋智昭 *：「シルバー人材
センター会員が希望しない仕事の特徴」

⑤ 森下久美 *・中村桃美 *・石橋智昭 *：「シルバー人材
センター会員における就業につかない要因の検討」

⑥ 澤岡詩野 *・渡邉大輔・中島民恵子・大上 真一：「高齢
者の自主グループの『自主運営』と『主体的なかかわり』
を支えるうえで生じる課題－横浜市元気づくりステー
ション事業に関わる専門職の語りから－」

⑦ 大坪英二郎 *「現役世代が想定する寿命と老後資金：
中高年の老後資金等に関する調査結果から」

論文発表
（*は財団研究員）

土屋瑠見子*, Susanne Iwarsson, Björn Slaug：Environmental 
challenges in the home for ageing societies: A comparison 
of Sweden and Japan.（高齢化社会における住環境の課題：
スウェーデンと日本の比較）［Journal of Cross-Cultural 
Gerontology］

講　演 

・ 石橋智昭：①「安全就業と健康管理について」岡山県
シルバー人材センター連合主催 令和元年度安全・適
正就業推進大会（7/11）、②「80代のシルバー人材
センター就業」埼玉県シルバー人材センター連合南部
ブロック主催 役員等交流研修会（9/6）、③「80歳
になっても元気に働けるシルバー人材センター会員
の増加策について」茨城県シルバー人材センター連合
会主催 役職員研修会（9/10）

・ 澤岡詩野：①「俗 にいう『つ な がりたがらな い』
シニアを理解する」愛知県庁職員勉強会（8/2）、
②「豊かに活き続けるための３つのヒケツ　地元
で、ゆるや か に、プロダクティブ に！」大 垣 市 社 会
福 祉 大 会（8/3）、③「 人 生 100年 時 代 を自 己プ
ロデュースするための『居場所』とは？」BABA lab

（さいたま市）主催シニアのホンネ会議（8/10）、
④「人生 100年を豊かにする地域活動のススメ〜
生きがいにつながる活動の見つけ方〜」かながわ
コミュニティカレッジ人生 100歳時代の NPO 体験
講座（8/24）、⑤「人生 100年時代の社会学『街
に居場所をつくろう』」さいたま市シニアユニバー
シティ（9/10）、⑥「豊かに生き続けるための 3 つ
のヒケツ〜地元で、緩やかに、プロダクティブに〜」
我孫子市市民活動ネットワーク（市民のチカラまつ
り2019）（9/14）、⑦「ステーションを継続してい
く為のヒケツ〜長寿科学振興財団インタビュー調
査から〜」横浜市元気づくりステーション事業連絡
会（9/19）、⑧「地域リーダー概論〜地域をつくる
介護予防とは？〜」すぎなみ地域大学　介護予防地
域スタッフ養 成 講 座（9/27）、⑨「人 生 100年 時
代！『はたらき計画』〜ポイントは『地元』『ゆるや
か』『プロダクティブ』〜」横浜市川井地域ケアプラザ

（「人生 100年！はたらき計画」講座）（9/28）

・ 安順姫：①「―地域におけるこころの健康づくり― 高
齢期のうつ予防事業としての『ハッピープログラム』
の取り組み」ダイヤ財団主催講演会（8/21、9/4）、②

「こころも体も元気にハッピー教室 〜毎日をポジティ
ブに過ごすコツと五感のツボ刺激〜」秦野市未病セン
ターはだの健康相談会セミナー（9/19）

寄　稿

・ 森義博：①「データから見える介護準備の重要性」
日本 FP 協会『FP ジャーナル』19年8月号、②「待って！ 
介護離職」、「老後の『赤字額』は？」セールス手帖
社保険 FPS 研究所『FPS クラブ』19年 7、8月号


